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市川市条例第  号 

市川市障害者福祉施設の設置及び管理に関する条例 

（設置） 

第１条 本市は、障害者に対し障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号。

以下「法」という。）第５条第１項に規定する障害福祉サービス（以下「障害

福祉サービス」という。）を提供することにより障害者の自立を支援するため、

障害者福祉施設を設置する。 

（名称、位置及び定員） 

第２条 障害者福祉施設の名称、位置及び定員は、次の表のとおりとする。 

名  称 位  置 定 員 

市川市松香園 市川市国分３丁目２０番２号 ３５人

市川市梨香園 市川市大町７７番地の１９ ５０人

市川市明松園 市川市中国分２丁目１７番２１号 ４０人

市川市南八幡ワークス 市川市南八幡５丁目２０番３号 ３０人

市川市チャレンジ国分 市川市国分３丁目２２番２７号 ３５人

市川市フォルテ行徳 市川市本行徳１番５号 ３１人

（事業） 



第３条 次の各号に掲げる障害者福祉施設においては、当該各号に定める事業

を行う。 

(1) 市川市松香園、市川市梨香園及び市川市明松園 法第５条第６項に規定

する生活介護（以下「生活介護」という。）を行うこと。 

(2) 市川市南八幡ワークス 法第５条第１４項に規定する就労移行支援（以

下「就労移行支援」という。）及び同条第１５項に規定する就労継続支援

（障害者自立支援法施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号）第６条

の１０第２号に規定する就労継続支援Ｂ型に限る。以下「就労継続支援」

という。）を行うこと。 

(3) 市川市チャレンジ国分 就労継続支援を行うこと。 

(4) 市川市フォルテ行徳 生活介護及び就労継続支援を行うこと。 

（使用することができる者） 

第４条 市川市松香園、市川市梨香園又は市川市明松園を使用することができ

る者は、生活介護に係る法第１９条第１項に規定する支給決定（以下「支給

決定」という。）を受けた障害者とする。 

２ 市川市南八幡ワークスを使用することができる者は、就労移行支援又は就

労継続支援に係る支給決定を受けた障害者とする。 

３ 市川市チャレンジ国分を使用することができる者は、就労継続支援に係る

支給決定を受けた障害者とする。 

４ 市川市フォルテ行徳を使用することができる者は、生活介護又は就労継続

支援に係る支給決定を受けた障害者とする。 

５ 前各項に定めるもののほか、市長が必要と認める者は、障害者福祉施設を

使用することができる。 

（使用の許可等） 

第５条 障害者福祉施設を使用しようとする者は、市長の許可を受けなければ

ならない。 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、前項の許可をし

ないことができる。 



(1) 障害者福祉施設を使用しようとする者が公の秩序又は善良の風俗を害

するおそれがあるとき。 

(2) 障害者福祉施設を使用しようとする者が障害者福祉施設の施設又は附

属設備（以下「施設等」という。）を壊し、汚し、又は失わせるおそれが

あるとき。 

(3) その他障害者福祉施設の管理運営上支障を生ずるおそれがあるとき。 

（使用料） 

第６条 前条第１項の許可を受け、障害者福祉施設を使用する者（以下「使用

者」という。）は、使用料を納めなければならない。 

２ 使用料の額は、次の各号に掲げる障害福祉サービスの区分に応じ、当該各

号に定める額とする。 

(1) 生活介護 障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等

の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号。

以下「指定障害福祉サービス基準」という。）第８２条第１項の規定によ

り支払を受けることとなる額に相当する額 

(2) 就労移行支援 指定障害福祉サービス基準第１８４条において準用す

る指定障害福祉サービス基準第１５９条第１項の規定により支払を受け

ることとなる額に相当する額 

(3) 就労継続支援 指定障害福祉サービス基準第２０２条において準用す

る指定障害福祉サービス基準第１５９条第１項の規定により支払を受け

ることとなる額に相当する額 

３ 市長は、必要と認めるときは、使用料を減額し、又は免除することができ

る。 

（開所時間） 

第７条 障害者福祉施設の開所時間は、午前９時から午後５時までとする。た

だし、市長が必要と認めるときは、これを変更することができる。 

（休所日） 

第８条 障害者福祉施設の休所日は、次のとおりとする。ただし、市長が必要



と認めるときは、これを変更し、又は臨時に休所日を設けることができる。 

(1) 日曜日及び土曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

(3) １月２日及び同月３日 

(4) １２月２９日から同月３１日まで 

（使用権の譲渡等の禁止） 

第９条 使用者は、障害者福祉施設を使用する権利を他に譲渡し、又は転貸し

てはならない。 

（使用の停止等） 

第１０条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、障害者福

祉施設の使用を停止し、使用の許可を取り消し、又は退所を命ずることがで

きる。 

(1) 使用者が公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあるとき。 

(2) 使用者が施設等を壊し、汚し、又は失わせるおそれがあるとき。 

(3) 使用者が使用の目的に違反したとき。 

(4) 使用者がこの条例又はこれに基づく規則に違反したとき。 

(5) その他障害者福祉施設の管理運営上支障があるとき。 

（損害賠償） 

第１１条 施設等を壊し、汚し、又は失わせた者は、速やかに、原状に回復し、

又はその損害を賠償しなければならない。ただし、市長がやむを得ない事情

があると認めるときは、この限りでない。 

（委任） 

第１２条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２１年４月１日から施行する。 

（市川市知的障害者更生施設の設置及び管理に関する条例等の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 



(1) 市川市知的障害者更生施設の設置及び管理に関する条例（昭和４９年条

例第４号） 

(2) 市川市心身障害者福祉作業所の設置及び管理に関する条例（昭和５２年

条例第１１号） 

(3) 市川市知的障害者授産施設の設置及び管理に関する条例（昭和５７年条

例第８号） 

(4) 市川市精神障害者授産施設の設置及び管理に関する条例（平成１２年条

例第４０号） 

（市川市知的障害者更生施設の設置及び管理に関する条例の廃止に伴う経過

措置） 

３ 平成２１年４月１日前の前項第１号の規定による廃止前の市川市知的障害

者更生施設の設置及び管理に関する条例第１条に規定する知的障害者更生施

設の利用に係る使用料については、同条例第４条の規定は、この条例の施行

後も、なおその効力を有する。 

（市川市知的障害者授産施設の設置及び管理に関する条例の廃止に伴う経過

措置） 

４ 平成２１年４月１日前の附則第２項第３号の規定による廃止前の市川市知

的障害者授産施設の設置及び管理に関する条例第１条に規定する知的障害者

授産施設の利用に係る使用料については、同条例第５条の規定は、この条例

の施行後も、なおその効力を有する。 



理  由 

 

本市が現在設置している知的障害者更生施設、知的障害者授産施設、精神

障害者授産施設及び心身障害者福祉作業所について、障害者自立支援法の制

定を踏まえ平成２１年４月１日から同法の障害福祉サービスを提供する施設

として位置付けることとするため、その設置及び管理について定める必要が

ある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 

 

 

 

 

 

 

 


